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はじめに

社会が高度化・複雑化し，かつ市民の価値観が

多様化するのにともなって，行政需要はますます

多様化・増大化する傾向にある.一方，高度経済

成長から安定経済成長への経済の変化にともなっ

て，国・地方ともに財政難に陥っている.このよ

うな行政をとりまく厳しい情勢のなかで，増大す

る行政需要に対処し，市民サービスの向仕を図る

ためには， t最少の経費で最大の福祉」とし、う行政

理念の実現につとめなければならない.そこで，

行財政運営の計画化を図っていくことを迫られて

いる.このことを背景として，計画策定において

情報提供の役割を果す情報システムの重要性が高

まっている.なお，本稿では，情報を，マクドノ

ー (McDonough) の考え方にしたがって， t人間

の直面する特定の問題に関して評価されたデータ

である J と定義し，また計画策定支援情報システ

ムを「計画策定において，情報形成を可能ならし

めるような組織的な情報処理体系である」と定義

する.

本稿では，計画策定支援情報システムの役割と

機能をさぐる手がかりとして，以下，まず「第 3

次神戸市総合基本計画」の策定を支援する情報シ

ステムとして開発した「神戸社会経済シミュレー

ほんじょう ゆういち 神戸市役所市長室企画調整部

干650 神戸市中央区加納町 6-5-1
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ションモデル」の機能を，計画策定支援情報シス

テムの一般的機能をふまえて明らかにし，ついで、

このモデルの基本構造とそのシミュレーション結

果および今後の課題について述べる.

1. 計画策定支援情報システムの一般的

機能

1.1 行政計画の機能

計画策定を支援する情報システムの具備すべき

機能を考察する場合には，計画の機能についての

認識の上にたって，計画策定過程において要求さ

れる情報を明らかにしなければならない.そこで

まず行政計画の機能についてみておく.

計画一執行一統制というマネジメント・サイク

ルにおいて核心的な要素である計画は，サイモン

(Simon) によれば， í将来についての提案，代替

案の評価およびこれらの提案の達成方法にかかわ

る活動のことである」と定義されている. [8J 行

政における計画の機能については，いろいろな観

点から分析がなされているが，本稿では次の 2 つ

を念頭においておく. [3J 

第 l は，行政組織にとって合理的である決定と

行動を，行政組織の成員に行なわせるため，組織

の成員の行動を直接に規定するとともに，意思決

定の基盤となっている決定前提に影響を与えると

いう内部管理機能である.

第 2 は，行政組織の成員以外の住民や企業の社

会的協働行為を調整するとし、う機能である.行政
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計画が実現しようとする社会的

価値は，行政組織の成員の決定

や行動だけでなく，行政組織以

外の人や他の組織による決定や

行動にも依存している.したが

って，計画によって社会的協働

行為を調整することが必要にな

る.

本稿では，これら l つ 1 つに

ついて詳しく検討する余裕はな

いので，単なる指摘にとどめた

し、.

住

I己

干IJ

宝主
口

関
係
者

1.2 計画策定支援情報シス

テムの一般的機能

計画策定は，広義には意思決

定と同義であることから，計画

策定過程を意思決定過程にてら

してみると，計画策定過程は，

f情報活動Jf設計活動」および

「選択活動」の 3 つの活動から

構成されると考えられる. [7]ま

ず各活動局面ごとに，要請され

る情報について述べる. (図1)

計画策定の第 1 局面である情

報活動は，計画策定を必要とす

る条件が存在するか否かを調べ

る活動である.この局面では，

政策情報と住民ニーズに関する

情報，および地域社会経済の現

状と将来予測に関する情報など

が必要になる.

計画策定の第 2 局面である設計活動は，まず目

的を設定し，ついでそれを達成する代替案を探索

[~i 同|策定 i品 I'i] (分析〕 (情報システムの機能)

-設計する活動である.この局面では，利害関係

者の意見や計画関係文献資料および代替案の実効

可能性についての情報が必要になる.また，代替

案の設計のさい，その費用に関する情報も必要に

なる.

1986 年 2 月号

図 1 計画策定過程における情報システムの機能

計画策定の第 3 局面である選択活動は，代替案

の効果予測結果をもとに，その総合評価を行なっ

て，計画の原案を作成し，ついで利害関係者の調

整を経て計画を決定する活動である.この局商で

は，代替案が地域社会経済におよぽす効果に関す

る情報とともに，評価プロセスの構造に関する情

報などが必要になる.

このような計画策定の各局面において要請され
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る情報を提供するためには，情報システムは，次

のような機能を具備すべきであると考えられる.

①地域基礎データ提供機能(計画の各局面で必要

な基礎データを収集，保管，提供する機能)，②制約

条件情報提供機能(地域整備の制約条件，すなわ

ち土地利用規制，環境基準などの情報を提供する

機能)，③将来予測・効果予測情報提供機能(計画

策定の与件となる地域社会経済の将来予測情報お

よび計画が地域社会経済におよぼす効果に関する

予測情報を提供する機能)，④財政予測情報提供機

能(計画の財政的裏付をチェックするための財政

の歳入・歳出予測情報および計画にともなう行政

需要と税収入などの予測情報を提供する機能)，⑤ 

評価情報提供機能(評価の仕方にある l つの原則

を与えて，評価プロセスの構造に関する情報を提

供する機能)，⑥費用情報提供機能(計画の投資額

.経常的経費に関する情報を提供する機能)，⑦計

画関係文献資料提供機能.

以上のような「情報活動J r設計活動J r選択活

動j において必要な情報を提供する情報システム

の開発により，計画策定に対して，次の効果がも

たらされると考えられる.

第 1 は，計画策定者が，各活動局面において，

判断(事実的判断や価値的判断)によって決める

以外に方法がない領域に専念することができると

いうことである.その結果，計画策定が，効率的

・創造的に遂行されるようになる.

第 2 は，利害関係者間の調整の場に，共通の情

報が提供され，その社会的合意形成に向けての調

整の効率化が達成されるということである.

2. 神戸社会経済シミュレーション毛デ

ルの機能と基本構造

2.1 モデルの機能

神戸市において，計画は基本構想一基本計画一

中・長期計画一実施計画の 4段階に分けて作成さ

れている.今回，次のような諸情勢の変化にとも

なう新たな課題に対処するため，基本計画を改定

92 (22) 

した.すなわち，①昭和50年代前半の神戸市人口

の停滞，②神戸経済の全国経済における地位の相

対的低下，③インナーシティを中心とする都市活

力の低下，④価値観の多様化にともなう市民ニー

ズの多様化・高度化，⑤高齢化・情報化・国際化

の進展などである.

この基本計画の改定を支援するために「神戸社

会経済シミュレーションモデルj を開発した.日〕
このモデ‘ルは，上述の計画策定過程において情報

システムに要請される機能のうち，将来予測・効

果予測提供機能を有している.すなわち，このモ

デ、ルは，①行政をとりまく社会経済環境の基本的

な要素について「このままでいけばどうなるか」

とし、うかたちで将来動向を予測するとともに，②

これに対してのさまざまな施策の効果を明らかに

するという機能をもっ.したがって，このモデル

は，広義には，戦略的計画策定支援情報システム

であると言える.

2.2 モデルの基本構造

( 1) 対象地域

モデルの対象地域は，神戸市全域とし「既成市

街地域J r神戸西地域J r神戸北地域j の 3 ブロ

ックに分けている.また，全国および神戸都市圏

との関係を考慮するため，全国，神戸都市圏を外

部環境としてその各種指擦を外生的に与える.な

お，神戸都市圏には，昭和55年時点で，常住就業

者のうち神戸市に通勤するものの割合が 5%を越

える市町村を含めた. (図 2 ) 

(2) セクタ一分割

モデ.ルでとり扱うべき問題領域を明確化するた

め，計画策定上の課題をふまえて，シナリオ・ラ

イティングを行なった.その結果，モデルでとり

扱う問題領域を「人口 J r経済J r世帯J r労働力」

「交通J r港湾J r環境J r大型プロジェクト」の 8

つのセクターに集約した.モデルの操作性を高め

るため，モデ‘ル全体を相互依存の関係にしていな

い. (図 3 )すなわち，モデルの中心的な位置を占

める人口セクターと経済セクターは相互依存の関
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係で結ぼれているが，両セクター

は，大型プロジェクトセクターの

結果を受ける.そして，他のセク

ターは，人口セクターと経済セク

ターの結果を受けて一方的な因果

関係で結ぼれている.

(3) モデル構築の手法

モデルでとり扱う問題領域の特

性や各手法の特性などを考慮し

て， モデル構築の手法としては，

1 つの手法だけを採用するのでは

なく，表 l のように各種の手法を

採用した.モデルを構築するため

に用いたデータの期間は，原則と

して昭和40年から昭和57年までの

18年間である.

2.3 各セクターの主なねらい

とその構造の概略

(1)人口セクター(図 4 ) 

凡 wu 

ー・一市郡界
一ーーーー区町界

一一一神戸市界
ーー田園都市圏界

本セグターのねらいは，計画策定において最も

基本的な指標である人口について 3 地域別性別

年齢 5歳階層別に算出することである.

当該年の各地域別・性別・年齢 5歳階層別人口

図 3 モデルの基本構造

1986 年 2 月号

生産額
市内純生産
111内就業者

図 2

i毎
路町

神戸都市圏

数は，前年の人口数に，当該年の出生数 (0-4 歳

層のみ)，転入者数および下位年齢階層からの移

行者数 (0-4歳層は除く)を加え，当該年の死亡

数，転出者数および上位年齢階層への移行者数を

差し引くことによって求められる.

出生数は，出産年齢階層(15-49歳)における女

表 1 各セクターにおける採用手法

手 法 名

そ の

(23) 93 
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凡例

。 セ 7 ター内でその値が説明される変数

口外部から条件として与えられる変数
。他のセクタ でその(院が説明きれる変数

図 4 人口セクターのフロー

子年齢 5歳階層別人口数に同階層別出生率を乗じ

て求める.死亡数は，性別年齢 5 歳階層別人口数

に同階層別死亡率を乗じて求める.

転入と転出の人口移動は，計量経済学的手法に

よってモデル化した.そのさい，人口移動を内部

経済および外部経済を包含する最大化行動として

把握した.すなわち，代表的消費者は，一定の予

算制約のもとで効用水準を極大にするように行動

し，その過程で外部経済の変化が効用関係をシフ

トさせると想定する.内部経済の変数には住宅社

会資本ストック，地面，純(総)生産を用いる.外

部経済の変数には集積指標(集積の利益を指標化

したもの)，過密指標(過密の弊害を指標化したも

の)，生活基盤社会資本ストックを用いる. ただ

94 (24) 

し，現実の人口移動をこの仮説で説明しきれるも

のではないので，移動に付随する各種の摩擦およ

び制度的要因の代理指標として市内就業者数を追

加する. [IJ 

(2) 経済セクター(図 5 ) 

本セクターでは，神戸経済の今後の成長経路を

探り，かつ産業構造の変化を展望する.また，今

後の就業規模と就業構造について明らかにする.

産業構造の変化をみるために，産業を第 1 次産

業， 第 2 次産業(建設業，製造業)， 第 3 次産業

(商業，サービス業，運輸通信業，その他の第 3

次産業)に区分する.

産業別純生産の式は，原則として生産所得形成

関数と言うべき性格のものである.これは，需要

オペレーションズ・リサーチ
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供給両理論式の誘導型と

解することができる. [4J 

供給側要因の指標として

は就業者数，製造業民間

資本ストック，工業用地，

産業基盤社会資本ストッ

ク，運輸通信基盤社会資

本ストックを採る.社会

資本ストックは外部経済

効果を表すものである.

需要側要因の指標として

は， GNP，神戸都市闇

市内純生産ポテンシャル

を採る. GNP と神戸都

市圏市内純生産ポテンシ

ャルは潜在的需要を代理

している.

産業別就業者数の説明

原理としては，基本的に

は労働市場における需給両理論式の誘導型を想定

している.供給側要因の指標としては神戸都市圏

人口ポテンシャルを採用する.神戸都市圏人口ポ

テンシャルは潜在的労働供給量を表している.需

要側要因の指標としては産業別純生産，全国産業

別純生産，全国産業別就業者数を採用する.

(3)世帯セクター(図 6 ) 

本セクターでは，急増する高齢者が今後どのよ

うな世帯類型に属するのか(同居人暮らしな

ど)，核家族，単独世帯等小規模な世帯がどのくら

いになるのかなど，世帯構造の変化を把握するた

め，類型別世帯数を算出する.

類型別世帯数は普通世帯数に類型男IJ世帯構成比

を乗じて求められる.

普通世帯数は普通世帯人員を 1 世帯当り人員で

除して求める. 1 世帯当り人員は全国のそれを説

明変数とする同帰式により，普通世帯人員は性別

年齢階層別人口と配偶関係率をもとにして求めら

れる性別年齢階層別配偶関係別人口に普通世帯帰

1986 年 2 月号

凡例

。セクター内でその値が説明きれる変数

口外部から条件として与えられる変数
。他のセクターでその値が説明きれる変数

図 5 経済セクターのフロー

属率を乗ずることにより，それぞれ算出する.ま

た，類型別世帯構成比は前述の性別年齢階層別

配偶関係別人口と世帯類型別帰属率から算出す

る.

(4) 労働力セグター

本セクターのねらいは，人口の高齢化，女性の

職場進出の一般化など，労働市場をとり巻く状況

の変化をふまえて，今後の性別年齢 5 歳階層別労

働力人口を展望することである.

性別年齢 5 歳階層別労働力人口数は，人口セク

ターから与えられる同階層別人口数に同階層別労

働力率を乗じて求められる.

( 5) 交通セクター(図7)

本セクターでは，将来，交通流動(人の動き，

(25) 95 
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//，ー、\刊号Ij

1 年齢階層別
l 人口 I

図 B 世帯セクターのフロー

自動車の動き)がどのくらい発生し，それが

各交通手段にどのように配分されるかを扱

う.

まず，人の動きを示す指標であるパーソン

・トリップ数(市内 3 地域別)は，人口，経済，

労働力の各セクターから与えられる各種人口

指標に目的別発生および集中原単位を乗ずる

ことによって算出される目的別発生および集

中量の総和として求める.ここで原単位は，

ξ ーソン・トリップ調査結果を参考にして設

定する.ついで，市外地域の発生集中最を外

生的に与え，昭和55年ODパターンをもとに

地域間OD表を作成する.さらに，発生量お

よび集中量に，利用交通手段別分担率と手段

別の内々率(市内移動率)を用いて，鉄道，

パス，自動車，徒歩・二輪別の流動量(神戸

市内々および神戸市外との流出入の合計)を

求めている.

凡例

。 セクター内でその値
が説明される変数

口 外部から条件として
与えられる変数

戸、 他のセクターでその
> 値が説明きれる変数

〆、、

/人口指標\
~(地域別 )，1 凡例

、、--'" 0 セクター内で
そのf甫が説明
きれる変数

口外部から条{'j:
として与えら
れる変数

。他のセクター
でそのfif{が説
明される変数

車の動きである自動車の発生集中台数は，

人口指標に車種別発生集中原単位を乗じて求

める.ここで，原単位は，自動車OD調査結

果を参考にして設定する.なお，自家用乗用

車については，人の動きと対応関係があると 図 7 交通セクターのフロー
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図 B 港湾セクターのフロー

考えられるので，パーソン・トリッフ。から変換し

て発生集中台数を求めている.さらに自動車発生

集中台数に平均トリップ長を乗じて自動車走行台

キロを求める.

(6) 港湾セクター(図 8 ) 

神戸港は，神戸の発展を支えてきた原動力で、あ

り，今後も神戸の発展に重要な役割を果たすもの

と考えられる.そこで，神戸港の活動を示す代表

的な指標である取扱貨物量をとりあげて，その今

後の動向を明らかにする.

神戸港取扱貨物を外貿貨物(純輸出貨物，純輸

入貨物， トランシップ貨物)と内貿貨物とに区分

し，それぞれ国際経済学の理論を参考にして定式

化した.純輸出貨物の説明要因としては，世界経

済の景気を示す代理指標としての米国のGNP お

よび神戸港と他港との競合関係を示す代理指標と

しての神戸と大阪との港湾社会資本ストックの格

差を採る.純輸入貨物の説明要因としては，日本

の景気を表す日本のGNPおよび国際競争力格差

の代理指標としての日本と韓国との卸売物価の格

差を採る. トランシップ貨物の説明要因として

は，米国のGNP と近隣諸国の港湾整備状況を採

る.内貿貨物についてはその取扱貨物総量に占め

るシェアを，前期のシェアで説明する.

1986 年 2 月号

(7)環境セクター

本セクターでは，法制度・公害防除の技術水準

などは現在のままで変らないという仮定をおい

て，今後，人口，経済等の変化に対応して水質汚

濁量，大気汚染量，廃棄物量がどのように変化す

るのかを明らかにする.

水質汚濁については，主要な発生源である生活

排水，工場排水，畜舎排水をとりあげ，各発生源

別に，活動量に排出係数を乗じて COD負荷量を

求める.生活排水を予測するさいには，将来の下

水道普及率などを考慮する.また，工場について

は，化学次金属，機械，その他に細分し，各

業種ごとに推計する.

窒素酸化物は，囲定発生源(工場，事業所他)

および移動発生源(自動車，船舶)に区分して，

それぞれ活動量に排出係数を乗じて排出量を求め

る.

廃棄物は，産業廃棄物と一般廃棄物とに大別で

きる.官íJ者については，第 1 次産業，建設業，製

造業，第 3 次産業別に，活動量に発生係数を乗じ

て発生量を求める.後者については，家庭ごみと

事業所ごみ別に，活動量を説明要因とする同帰式

によって発生量を求める.

(8) 大型プロジェクトセクター
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本セクターでは，大型プロジェクトの需要効果

と事業効果それぞれについて，産業連関分析手法

を用いて，その生産誘発効果，所得誘発効果，雇

用機会創出効果を計測する.さらにこの結果をも

とに，原単位法によって人口創出効果を求める.

3. シミュレーション結果

3.1 前提条件

以上のそテ申ルの現実社会経済に対する適合度と

説明力および予測力等を検討するために，ファイ

ナル・テストを行なったが，良好なテスト結果を

得ることができた.そこで，このモデルを用いて，

まず，昭和何年を初期年次として計画の目標年次

である昭和76年(または昭和75年)までの標準的

シミュレーションを行なった.シミュレーション

にさいしては，観測期間中の人口・経済等の変動

を規定していたメカニズムが昭和76年までは変ら

ないと仮定した.また，外生変数の将来値につい

ては，次のように想定した.①全国の実質経済成

長率は，経済審議会報告にもとづいて 4%と想定

した.②全国人口および女子年齢 5 歳階層別出生

率と性別年齢 5 歳階層別死亡率は，厚生省人口問

題研究所の中位推定を参考にして設定した.③他

の外生変数の将来値は，主として圏内純生産を説

明変数とする回帰式を用いて設定した.

ついで，施策(神戸空港と明石海峡大橋の大型

プロジェクトの実施)を盛りこんで，政策シミュ

レーションを行なった.

3.2 政策シミュレーション結果

前述の政策シミュレーションの主な観察事項を

要約すると，次のようになる.

(1)全市人口は，昭和55年に約 137 万人であった

のが，今後昭和50年代前半の停滞から転じて順調

な増加を続け，昭和76年には約 160 万人に達する

ものと見込まれる. (図 9 ) 

(2)年齢別人口の推移をみると， 65歳以上人口数

は，昭和田年の約 12万人から昭和76年には約24万

人に倍増するとともに， 65歳以上人口比率は 9

%から 15%へ上昇するものとみられる.これにと

もない，労働力人口の高齢化も進む.このように

本市においてもハイピッチで、高齢化社会へ移行す

ることが予想される.

(3)市内純生産は，昭和76年には昭和田年の 2.4

倍にあたる 7 兆2629億円(昭和男年価格)に達す

るものと見込まれる. この期間の経済成長率は

4.3% 程度で，このことから神戸経済は今後安定

成長経路を辿るものと考えられる.

(4)市内就業者数は，昭和55年の64万人から，昭

和76年には76万人になるものと見込ま

れる. (図 10) 一方，昭和76年の労働力)
 G

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

-

A

A

 

-
-
a

鈍n
a
内
-

-
-
a
M
n
A

何
回

--aH-anaMna

“n-

-
a
R
a
-
n
a
M
H
A
M
n
A
M
n

値

目

A
内
a
内
a
“H
a
m
a
A
a
側
一
-

哨
ノ
市
一
一

一
九
土
一
一

H
U
H
U
H
U
H
U
H
U

開

-

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

H

U

 

一
一
ノ
財

U

ー
一

-
-
M

棚
川
-

一
一
時
附
一
街
同
一

)
一
一
既
市
一

出
一
・
・
・
・
・
・
・
・
・
一
・
・
・
・
・
・
・
・
・
一
・

一
城
一
一

一
地
一
一

-
レ

u
-
-

-

4

d

a

-

-

一
一
戸
一
一

-

M

W

a

-

-

-
一

v
-
ν
A
n
V
A
ν

邑R

E
e
k
k
k
k
k
k
k
k
k
s
s
s
 

-
v
h
V

昆n
v
E
R
ν
h
v
A
V
A
-
-
a
'
a
F
a
e
a
-

V
A
V
A
V
A
V
A
e
o
e
d
e

九M
e
d
-
-
v
g川
→
・

ト
s
s
s
s
s
s
s
s
s一
ノ
一
円
域
一神地
・

ハ
リ
・
・
・
-
-
-
-
-
-
-
-

1980.ij~ 

(A?{和55年)

1985年

1990年

1995年

2001年
(AR和76年)

人口は74万人と見込まれることから，

マクロ的にはほぼ安定雇用の水準を確

保できるものと考えられる.

(5)産業別に，純生産と就業者数の動

向をみると，第 3 次産業のウエイトは，

純生産では昭和55年の65%から昭和76

年に70%へ，就業者数では69%から75

%へとそれぞれ上昇しており，本市に

おいても今後，経済のソフト化，サー

ビス化が一段と進展することがわか

る.

図 9 人口の推移(全市，地域別) (単位万人)
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4, 今後の課題 1980斗
(li({:fllfi5年)

このようなシミュレーション結果

は，原案作成の場，審議会に情報提供

され，計画原案作成の効率化・創造性

の向上，調整の効率化などを図るのに

一定の役割を果たした.

今後，このモデルをより効果的な戦

略的計画策定支援情報システムとして

発展させるために検討すべき主な課題

として，次のものを挙げることができ

1 ~)~:J q 

l
 

p
I
 

)
 

(
 

け
J

t
‘ l

 

19951干

己 (11)] q 
1 1l({千1170 ;ド、

る.

(1)機能の拡大

上述の財政予測，施設の投資額・経

常的経費予測などの機能を追加する必要がある.

(2) データ・ベースの構築

モデルを作成するために用いたデータの一部は

戦術的計画策定を支援するために構築されている

データ・ベース(統一資料システムと呼ぶ. [5J) 

から抽出した.戦略的計画策定と戦術的計画策定

とでは，必要とされるデータの範聞や質・量が違

うことを考慮すれば，今後，戦略的計画策定を支

援するデータ・ベースを構築する必要がある. [2J 

(3) モデ、ル運用の改善

モデルを作りやすく，利用しやすくするために

データ・マネジメント・システムとともにモデル・

マネジメント・システムを開発する必要がある.

本稿は，日本オペレーションズ・リサーチ学会

関西政策科学研究部会で発表したものをとりまと

めたものである.同発表時に，芦屋大学小笠原暁

教授，神戸商科大学竹田英二助教授はじめ会員の

方々から有益なコメントを受けた.ここに感謝の

怠を記したい.
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